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P2M 情報局  

プログラムオフィサー（PO）と P2M 

(独 )環境再生保全機構  亀山秀雄  

 

はじめに  

 日本の各省庁内にプログラムオフィ

サー（PO）を設置する制度は、平成 14

年度の総合技術会議における「競争的資

金制度改革についての中間まとめ」[1]で

決定され、平成 15 年度の 3490 億円の競

争的資金に対して 236 名（うち専任 29

名）が配置されました。平成 30 年度は、

4277 億円に対して、各競争的資金毎の延

べ総計数（同じ PO が別の研究資金を担

当している場合も重複でカウントして

いる）として 2078 名（うち専任 33 名）

が配置されています。日本では非常勤の

POが多く、専任が少ないのが課題です。

この制度は、欧米の政府の競争的研究資

金プログラムの効率的利用のためにプ

ログラムマネージャー（PM）やプログラ

ムディレクター（PD）やプログラムオフ

ィサー（PO）と呼ばれる研究プログラム

管理者を置いている制度に倣い制定さ

れたものです。海外制度と日本の制度の

相違や制定の経緯についての詳しい説

明は、山下氏の解説 [2]を参照されたい。   

筆者は、平成 30 年 4 月から（独）環

境再生保全機構（ERCA）の 8 名の専任 PO

の一人として採用され、年間約 50 億円

の環境研究総合の研究課題プロジェク

トの管理を行っています。まだ、始めて

9 か月ですが、P2M 理論と関係が深いこ

とが分かってきましたので、速報として

ERCA における PO の仕事の内容を紹介す

ることにします。 

 

１． PO の基本的役割  

 文献 1 によれば、PO の役割を次のよ

うに説明しています。  

①プログラムの方針(案)(目的、目標、

重点テーマ、新規テーマ設定)の作成。 

②評価者の選任。 

③外部評価（ピアレビュー）に基づ

き、採択課題候補(案)の作成(優先順位

付け、研究費の査定、研究分担者の必

要性、重複の排除)。 

④評価内容や不採択理由の開示。 

それに対する申請者からの質問、不服

申立への対応。 

⑤採択課題について研究計画の改善点

の指摘。不採択の申請者にも助言。 

⑥進捗状況や予算執行の状況を把握。

必要に応じて、現地調査。 

⑦研究計画の変更(中止・縮小・拡大を

含む)の提言。 

⑧プログラム全体の運営見直し等の提

案。 

 この役割のうち①から④までは研究

申請の採択前の仕事、⑤から⑦までは

採択課題についての仕事、⑧は制度全

体に関する仕事です。採択前の仕事

は、ある程度事務的に進められます

が、採択課題の指導はどのように行う

かは特に体系化されておらず、PO の経

験と技能に一任されています。そこ

で、筆者は P2M の考えを導入して、図

１に示すような指導の流れを作成し

て、採択課題代表者を指導するように

しました。 [3] 
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図１ ３S モデルであらわした ERCA 内での採択課題研究への PO の指導 

 

 

図２ アウトカムを生み出す研究プログラムの設計方法 

 

通常の推進費の研究は 3 年間行われ

ます。初年度にはキックオフ（KO）会

合と少なくとも 1 回のアドバイザー

（AD）会合が行われ、研究計画や進捗

現状
目標

定常活動

非定常活動

時間

担当研究課題プロジェクト

スキームモデル システムモデル サービスモデル

定常活動

AD会合と中間報告の

評価を踏まえて、環
境政策ニーズに貢献
できる成果を生み出
すような研究システム
設計になるように助
言する

中間評価のコメント
が研究に反映され、
当初の目標が達成
され、研究成果の
効果的な発表、行
政ニーズへの貢献
など最終報告書が
道筋の通った内容
（アウトプットとアウ
トカム）になる様に
指導。

ありたい姿の研究
設計指導、キック
オッフ（KO)会合・ア
ドバイザリー（AD)会

合での助言を行い、
翌年5月の中間報

告で採択時の評価
コメントを研究に反
映し、1年目のも目

標を達せするように
指導。

成果の
必要性
有効性
が高い
評価に
なるよう

効率性
の向上
を支援

インプット
研究シーズ 行政ニーズアウトカム

行政と社会
への貢献

アウトプット
成果と評価

アクション
計画と実施

１

社

会

７

２３

４ ５

６

研究開発プログラムとしての評価対象

研究開発プログラムの実施者が自ら行うプロセス

研究シーズからフォアキャスティングで適用する行政ニーズを探す

行政ニーズに貢献するアウトカム
を生み出すアウトプットを定める

アウトプットを生み出す
アクションを定める

バックキャスティングでアクション計画する

研究開発プログラムの評価は次の3つの視点から行われる。
①必要性（行政ニーズへの適合性、科学的・技術的意義）
②効率性（研究体制・研究計画の妥当性・研究経費の妥当性）
③有効性（目標の達成可能性・期待値、成果の波及・貢献度等）

第5次環境基本
計画（2018年4
月閣議決定）

15重点課題
5研究領域
6重点戦略
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の確認が行われます。これが、スキー

ムモデルに相当するもので大変重要な

研究構想ステップです。このときの研

究戦略（目標と筋道設計）が研究のア

ウトプットとアウトカムノの成否を決

めるといっても過言ではありません。

研究プログラムの評価におけるアウト

カムについては、本ジャーナルの 5 号

の筆者の記事 [4]をご覧ください。この

ステップでアドバイスをする際に、環

境省が行う環境研究総合推進費がどの

ような成果を求めているのかを理解し

てもらうために、研究の流れを説明す

る図 2 を作り説明しています。図 2

は、推進費の説明会でも PO の立場か

らの説明に使用しましたが、各大学の

研究コーディネータから研究計画に使

えると資料要求があり好評でした。  

 図１のシステムモデルに行く前に、

先に図 2 から説明しましょう。研究者

の多くは、文部科学省の科学研究費の

申請に慣れているため、研究のオリジ

ナリティーと先進性を重視して自分の

やりたい研究テーマを決めています。

しかし、環境省が提供する競争的資金

は、環境行政ニーズに貢献することを

目的に募集するものです。従って、研

究申請を行う場合には、環境基本計画

をよく読んで、その中で述べられてい

る重点戦略に合致している 5 つの研究

領域（統合、低炭素、資源循環、自然

共生、安全確保）の中で定められ重点

課題に目を通して行政ニーズが何かを

イメージすることが重要です。自分の

研究シーズの中で行政ニーズに貢献で

きる研究テーマを設定することが必要

です。図２の①はフォアーキャスティ

ング手法で行います。  

行政と社会への貢献（アウトカム）が

できる解決すべき課題を探し、それを

研究プログラム目標と設定する②の課

程を経て、解決すべき複数の課題を設

定し、それらをプロジェクト化して、

研究目標とそれが達成足されたアウト

プットがもたらすアウトカムを明確に

定める③の過程はバックキャスティン

グ手法を使うことになります。研究申

請書の作成はこのような流れで行うの

が望ましいと思われます。しかしなが

ら採択された研究過程が必ずしもその

ようなプロセスを経て計画されてはい

ません。そこで研究開始時にアウトプ

ットの意味ともたらされるアウトカム

の確認を行うことが重要です。それを

確認するのがスキームモデルでの作業

です。その後、図 2 に示す④で研究が

スタートし、ステップ⑤のシステムモ

デルで研究の管理が行われ、ステップ

⑥で報告書が作成されることになりま

す。研究成果は、3 つの視点（必要

性、効率性、有効性）から評価されま

す。この評価の視点を意識して、研究

を進めることも PO の研究支援の目的

です。これについては、次節で説明い

たします。  

 図 1 に戻って説明を続けますと、ス

キームモデルでの構想を基に 1 年間実

施した成果を翌年の 5 月まとめ、7 月

に中間発表会を行います。その際に PO

は評価には参加しません。あくまでも

研究の演出家の役目に徹していること

になります。  

 中間評価は、先ほどの 3 つの視点か

ら行われ、アウトプットだけでなく、

アウトカムの可能性も評価されます。

図１のスキームモデルのはじめには、

中間評価でのコメントを基に研究の進

め方を再構成して、3 つの視点の評価

に応えられるように指導するのも PO

の役割です。  
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基本計画 第5 次環境基本計画

ありたい姿

①「地域循環共生圏」の創造
②「世界の範となる日本」の確立

1) 公害を克服した歴史
2) 優れた環境技術
3) 「もったいない」など循環の精神や
自然と共生する伝統を有する我が
国だからこそできることがある。

③これらを通じた、持続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）の実現

アプローチ
１.ＳＤＧｓの考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化
２.地域資源を持続可能な形で最大限活用し、経済・社会活動をも向上
３.より幅広い関係者と連携

重点戦略

①持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築
②国土のストックとしての価値の向上
③地域資源を活用した持続可能な地域づくり
④健康で心豊かな暮らしの実現
⑤持続可能性を支える技術の開発・普及
⑥国際貢献による我が国のリーダーシップの発揮と戦略的パートナーシップの構築

重点戦略を支える

環境政策

○気候変動対策
○循環型社会の形成
○生物多様性の確保・自然共生
○環境リスクの管理
○基盤となる施策
○東日本大震災からの復興・創生及び今後の大規模災害発災時の対応

 

基本計画 重点戦略①
持続可能な生産と消費を実現するグリーンな経済システムの構築

具体的アプローチ

○持続可能な生産と消費のパターンを確保するため、経済社会システムのイノ
ベーションを実現し、資源生産性や炭素生産性の向上を目指す。

○再生可能エネルギーや省エネルギーは、地球温暖化対策の柱であると同時
に、エネルギー安全保障や産業競争力の強化にも寄与。

○ 金融・税制を活用して経済システムのグリーン化を進めていく。

戦略に対する政策
（行政ニーズ）

（１）企業戦略における環境ビジネスの拡大・環境配慮の主流化
○環境ビジネスの拡大
○バリューチェーン全体での環境経営の促進
○サービサイジング、シェアリング・エコノミー
○グリーン購入・環境配慮契約
○グリーン製品・サービス・環境インフラの輸出促進
（２）国内資源の最大限の活用による国際収支の改善・産業競争力の強化
○徹底した省エネルギーの推進
○再生可能エネルギーの最大限の導入
○水素利用の拡大
○バイオマス利活用
○循環資源の利活用、都市鉱山
（３）金融を通じたグリーンな経済システムの構築
○ＥＳＧ投資の普及・拡大
○グリーンプロジェクトへの投融資の促進
（４）グリーンな経済システムの基盤となる税制
○税制全体のグリーン化の推進

 

行政組織

基本計画

各行政課の長
プログラムマネージャー

行政ニーズ

各行政課の担当者
プロジェクトマネージャー

各行政課の担当者
プロジェクトマネージャー

各行政課の担当者
プロジェクトマネージャー

行政ニーズ 行政ニーズ

政策構想
マネージメント

政策遂行
マネージメント

政策評価
マネージメント

政策ビジョン・戦略・
目標設定

政策遂行・
目標達成

行政ニーズへの貢献
行政評価

競争的資金提供

図３ P2M の概念を行政に適用  

表１ 第５次環境基本計画に記載されているありたい姿と戦略  

表２ 重点戦略①に記載されているありたい姿と戦略  
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 このようなプロセスを経て、最終年

度に当初計画したアウトプットとそれ

により社会市場と行政ニーズにもたら

されるアウトカムを明確にするような

研究管理が行われます。  

 

２．研究評価の 3 つの視点   

 文献 2 に書いたように、研究プログ

ラム評価の対象は、図２の⑤、⑥、⑦

を対象に行われます。通常の研究者は

⑤だけを意識して研究を行います。  

この点も PO が助言する部分です。  

評価は、必要性と効率性と有効性で評

価されます。  

①必要性評価  

 これは、研究を行う必要性として、

研究の科学的・技術的意義があること

のために、研究オリジナリティーと新

規性が問われ、成果が評価の高い学術

論文での掲載や、その分野で著名な国

内外の会議で報告されているかが評価

されます。技術では、特許が出願され

た、企業から事業化の要請があるなど

が評価されます。  

行政ニーズへの適合性なども対象にな

ります。  

②効率性  

 研究体制、研究管理、研究計画、研

究費などの妥当性画評価の対象になり

ます。多くの場合、構成するサブプロ

ジェクトがばらばらでそれをまとめた

プログラムの成果が有効に生み出され

ていないことが多く見受けられます。

プログラムマネージメントの領域です

が、通常の研究代表者は P２M を知ら

ないので、サブプロジェクトをまとめ

るプログラムの運営に苦労しているの

が実情です。そこで、プログラムマネ

ージメントの文献などを提供して指導

しています。  

③有効性  

 目標の達成度合い、成果の実現の期

待値、アウトカムとしての効果、特に

行政への貢献度など推進費が有効に使

われているかの視点から評価します。  

 

３．行政分野での P2M の役割  

 科学技術基本計画、環境基本計画、

エネルギー基本計画など政府の基本計

画の構成は、ありたい姿、戦略、戦略

を推進する上で野解決すべき課題、課

題解決後もたらされるアウトカム、課

題解決プロジェクトの構成で記載され

ています。詳しい解析は筆者の文献 [3]

をご覧ください。参考に表 1 に第 5 次

環境基本計画のありたい姿、アプロー

チ、戦略、戦略を支える環境政策を示

します。この環境政策が行政ニーズ

で、基本計画ではさらに各重点課題に

対して、アプローチと行政ニーズが記

されています。重点課題①での例を表

2 に示します。申請者は自分がプログ

ラムマネージャーになりきって、この

ような情報を読み込むことが大切です

が、ほとんどの研究申請者はこの意味

を理解していません。  

 これを理解するには P2M のフレーム

ワークを行政事業に当てはめてみると

わかります。それを図３に示します。

政府という組織の基本計画が示すあり

たい姿を実現する各行政の長がプログ

ラムマネージャーであり、ありたい姿

を実現するために解決する課題の実現

が行政ニーズとなっています。その行

政ニーズを担当している各部局の係長

クラスが行政のプロジェクトマネージ

ャーであり、具体的な行政政策をスキ

ームモデルで立案し、システムモデル

で競争的資金を提供して解決策の提供

を研究課題実施者から受け取って、サ
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ービスモデルで社会実装するという構

図になっていると考えられます。  

従って、競争的資金を活用して研究を

実施するものは、図 3 に示すようなこ

とを理解していれば、基本計画をしっ

かりと読み込んで、行政ニーズに応え

る研究計画を立案することができるよ

うになるでしょう。  

 

おわりに  

 今回は、ERCA の PO としての 9 ヶ月

の仕事に中で、低炭素領域（来年度か

ら気候変動領域）と資源循環領域の中

の 16 の研究課題プロジェクトを指導し

て得られた体験をもとに考えた P2M と

PO の関係を述べました。あくまで個人

の見解に留まります。日本の PO の役

割は、欧米の PO とは権限も仕事の内

容も異なっています。欧米では、予

算、人事、研究テーマ選定、審査など

すべてが託されていますが、日本で

は、それらが分業化されて複数の人や

組織で行われています。競争的資金の

効率的運用として集中型か分担型かど

ちら有効化はこれからの成果によるも

のと思われます。しかも、各省庁によ

って PO の職務内容と権限やルールが

異なっており、まだ統一された職種に

はなっていないのが現状です。しかも

重要なことは、PO 制度の運用だけでな

く、PO になる人材の育成がこれからの

大きな課題です。PO に求められる資質

として文献 5 にあげられているのは次

のことです。  

「一般的に自然科学系の博士号を有し

ており、担当プログラムに関わる研究

分野の専門知識や一定期間の研究経験

を持つ。高度な専門知識に基づく判断

ができるとともに、研究者や技術者と

一定レベルで科学技術上の議論をする

能力を持つ。普段から研究開発の動向

を把握しており、広い人的ネットワー

クを有している。」  

このような経験のある人材を育成す

るのが国際 P2M 学会の役割ではないか

と思います。学会で P2M を学び、行わ

れる研究発表から自らの研究管理以外

の多様な疑似体験を積み、幅広い人的

ネットワークを形成できるのが学会の

プラットフォームと思います。また、

学会の査読付き論文誌を通じて多くの

社会人が論文を書き博士号を取得して

います。そういう意味で、国際 P2M 学

会は専任の PO を育成できる行政ニー

ズに応える環境にあると思います。  
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